
民間企業、国、地方公共団体は「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づ
き、それぞれ一定割合（法定雇用率2.2～2.5％）に相当する数以上の身体障害
者、知的障害者、精神障害者を雇用しなければならないとされています。

※障害者法定雇用率（平成30年４月以降）
・一般の民間企業（45.5人規模以上）…2.2％
・国、地方公共団体、一定の特殊法人…2.5％
・都道府県の教育委員会………………2.4％

を 用しようとする事業所において、障害者が３～１０日の短期職場実習を行い
障害者の就労機会の拡大を図る制度で、障害者の雇用の問題点等の解決及び法定雇用率　
　達成を目指し、障害者の雇用の場を拡大することを目的としています。
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